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証券コード 4925
平成28年６月３日

株 主 各 位  

  東京都千代田区神田須田町一丁目24番地

  株 式 会 社 ハ ー バ ー 研 究 所
  代 表 取 締 役 社 長 末 広 栄 二

第33期定時株主総会招集ご通知 

拝啓 平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。 
 さて、当社第33期定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月17日（金曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成28年６月19日（日曜日）午前10時 
２．場   所  東京都新宿区西新宿二丁目２番１号 

京王プラザホテル 本館５階 コンコードボールルーム 
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。） 

「懇親会」「販売会」のご入場は、株主様に限定させていただきます。 

３．目 的 事 項           
報 告 事 項           １．第33期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第33期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計
算書類報告の件 

４．決 議 事 項           
議   案  取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件 

以 上 


 

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。 

・本株主総会終了後、同会場において懇親会を開催いたしますので、引き続きご
参加くださいますようお願い申し上げます。 
なお、ご入場は株主様に限定させていただきます。 

・株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた
場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.haba.co.jp/company/）に掲載させていただきます。 
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（提供書面） 
 

事  業  報  告 
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

 

１．企業集団の現況 

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

 当連結会計年度の当社グループ連結売上高は、14,811,078千円（前期比

12.4％増）となりました。 

 本年度は新しいコンセプトのテレビＣＭが成功し認知度が向上しました。

その結果、基礎化粧品は9,498,168千円（同15.6％増）、メイクアップ化

粧品は1,089,961千円（同9.2％増）、トイレタリーは625,808千円（同

15.4％減）、栄養補助食品・雑貨等は2,633,236千円（同3.0％減）となっ

ております。 

 販売ルート別では、通信販売が8,254,429千円（同0.4％増）、百貨店向

卸売が1,846,073千円（同37.7％増）、その他卸売が3,772,648千円（同

34.5％増）、直営店は934,434千円（同14.9％増）となりました。 

 売上増により売上原価は3,628,234千円（同13.2％増）となっておりま

すが、販売費及び一般管理費は、広告費全体の効率的なコストダウンが実

現し、広告宣伝・販売促進費が3,804,592千円（同9.4％減）、その他経費

が5,852,934千円（同6.5％増）、合計9,657,526千円（同0.4％減）となっ

ており、これらの結果、営業利益は1,525,317千円（同439.3％増）、経常

利益は1,537,231千円（同529.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益

は982,403千円となっております。 

(          )
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 品目別売上・販売ルート別売上の状況は次のとおりです。 

イ.品目別売上                    （単位：百万円） 

区 分 
平成27年３月期 平成28年３月期 

増減額 増減率 
金 額 構成比 金 額 構成比

化粧品

 ％ ％  ％ 

基 礎 化 粧 品 8,219 62.4 9,498 64.1 1,278 15.6 

メイクアップ化粧品 998 7.6 1,089 7.4 91 9.2 

ト イ レ タ リ ー 739 5.6 625 4.2 △114 △15.4 

その他（注）１ 507 3.8 960 6.5 452 89.3 

小 計 10,464 79.4 12,174 82.2 1,709 16.3 

栄養補助食品・雑貨等 2,713 20.6 2,633 17.8 △80 △3.0 

化粧品・栄養補助食品等
小 計 

13,178 100.0 14,807 100.0 1,629 12.4 

そ  の  他 （注）２ 2 0.0 3 0.0 0 19.7 

合 計 13,181 100.0 14,811 100.0 1,629 12.4 

（注）１．期間を限定して提供するキャンペーンセット品等が主なものです。 
２．カルチャーセンター等の売上が主なものです。 
３．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

 

ロ.販売ルート別売上                 （単位：百万円） 

区 分 
平成27年３月期 平成28年３月期 

増減額 増減率 
金 額 構成比 金 額 構成比

販 売
ルート

 ％ ％  ％ 

通 信 販 売 8,219 62.3 8,254 55.7 35 0.4 

百 貨 店 向 卸 売 1,340 10.2 1,846 12.5 505 37.7 

そ の 他 卸 売 2,805 21.3 3,772 25.5 967 34.5 

直 営 店 813 6.2 934 6.3 121 14.9 

合   計 13,178 100.0 14,807 100.0 1,629 12.4 

（注）１．上記の合計表には、「品目別売上」の「その他」を除いた「化粧品・栄養補助食品等 
小計」売上に対して記載しています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 
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② 設備投資の状況 

 当社グループの当連結会計年度中の設備投資額は692百万円であり、東

京都八王子市の土地を売却（帳簿額258百万円）しています。 

③ 資金調達の状況 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総額

15億円の貸出コミットメントライン契約を締結しており、当連結会計年度

末における借入実行残高は４億円です。その他の当連結会計年度中におい

て実施しました長期資金調達の主なものは次のとおりです。 

会 社 名 借 入 先 調達金額 調 達 日 

株式会社ハーバー研究所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 100百万円 平成27年12月30日 

株式会社ハーバー研究所 明治安田生命保険相互会社 50 平成28年１月29日 

株式会社ハーバー研究所 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 100 平成28年２月29日 

ハ ー バ ー 株 式 会 社 株 式 会 社 北 海 道 銀 行 100 平成27年12月10日 

ハ ー バ ー 株 式 会 社 株 式 会 社 北 洋 銀 行 100 平成28年１月29日 

 

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

 過去３年間の営業成績及び財産の状況の推移は、次のとおりです。 

区  分 
第 30 期 

(平成25年３月期)
第 31 期 

(平成26年３月期)
第 32 期 

(平成27年３月期)

第 33 期 
(当連結会計年度) 
(平成28年３月期) 

売 上 高(百万円) 13,233 13,786 13,181 14,811 

経 常 利 益(百万円) 399 1,207 244 1,537 

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 10 916 44 982 

１株当たり当期純利益 （円） 2.55 232.94 11.40 249.73 

総 資 産(百万円) 13,647 13,956 13,162 12,788 

純 資 産(百万円) 5,658 6,498 6,466 7,368 

（注）「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等の適用によ
り、当連結会計年度より「当期純利益」の科目表示を「親会社株主に帰属する当期純利
益」に変更しています。 
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(3) 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容 

ハ ー バ ー 株 式 会 社 90百万円 100％
化粧品製造販売、食品・

栄養補助食品製造販売 

ハーバーコスメティクス株式会社 10 100 
商品の梱包・配送、 

化 粧 品 製 造 販 売 

男 の 美 学 株 式 会 社 30 100 化 粧 品 製 造 販 売 

株式会社ＨプラスＢライフサイエンス 50 100 
食品・栄養補助食品製造

販売、化粧品製造販売 

海 白 （ 上 海 ） 商 貿 有 限 公 司 0.8
百万 
中国元

100 
化粧品販売、食品・栄

養補助食品販売 

（注）事業年度末日における特定完全子会社につきましては、該当事項はありません。 

 

(4) 対処すべき課題 

 当社の経営理念である「無添加主義®」のもと、安全、安心な商品作りを
徹底し、独創的な技術により高機能、高品質で価格競争力の強い商品を開発
し、中長期的に安定した成長を実現いたします。生命科学研究所を中心に、
大学や各種研究機関との共同基礎研究、物質、素材、原料等の専門的研究に
より新しい技術や素材を開発し、化粧品、食品などへの応用により高機能商
品を開発してまいります。 
 マーケティングにおいては、原点に回帰し、基礎化粧品などハーバーの基
盤となる商品の販売強化を行ってまいりましたが、今後は、新たに基礎化粧
品を利用いただいたお客さまにベースメイク、健康食品の販売を強化しＬＴ
Ｖ（顧客生涯価値）の最大化を図ります。また、直営店舗を中心とした地域
エリア深耕を実施することで、通信販売、店舗販売及び流通事業の各販売
チャネルの相乗効果と販売促進コストの最適化を行います。 
 メディアや企業等とのタイアップによる美容講座の積極的な実施も重点地
域エリアとの相乗効果を見据えて実施することで、新規顧客の獲得、顧客の
固定化及び積極的な拡販に努めます。 
 また、全国のコールセンターを更に統廃合させ、通信販売受注体制の効率
化を行ってまいります。 
 物流面では、主要な東西２拠点体制の整備により配送業務効率化を進めま
す。生産、物流拠点では引続き周辺環境の美化、整備を進めてまいります。 
 卸売事業においては、地域エリア深耕と連動した販売チャネルの統廃合を
行うことで、売上の拡大とハーバーブランドの認知度向上とともに、株式会
社ＨプラスＢライフサイエンスによる新規食品商材と男の美学株式会社によ
る男性用化粧品の販路獲得、流通チャネルへの導入促進を積極的に進めてま
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いります。また、当社グループの商品開発力と製造技術力を戦略的に活用し、
化粧品や食品の共同開発商品、ＰＢ商品やＯＥＭ事業の攻勢を強めてまいり
ます。 
 海外事業においては、アジア市場への深耕を進めるとともに、新たな地域、
市場の開拓を推進してまいります。 
 長期的かつ安定的な成長のためには、連結子会社と一体化した人材育成が
重要な課題であり、教育研修と人材交流を含めた的確な人員配置を徹底し、
将来を担う人材の育成強化に力を入れてまいります。 
 コンプライアンス面では、内部統制をより一層充実させ、社会やステーク
ホルダーの皆様から信頼を得られる企業を目指します。 
 企業として、売上及び利益を安定的な成長軌道に載せるためには、売上規
模をより一層拡大していくことが肝要と認識しており、中長期的に売上高
200億円の実現を目指しております。 

 

(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在） 

 当社グループは、スクワランを主体とし、肌への刺激となる防腐剤パラベ
ン、石油系界面活性剤、鉱物油等を使用しない「無添加主義®」にこだわっ
た化粧品及び栄養補助食品の通信販売を主な事業としています。 
 主要な取扱製商品は、次のとおりです。 

品  目 主 要 製 商 品 

化
粧
品

基礎化粧品 

スクワクレンジング、ミクロフォースクレンジング、Ｇローショ
ン、薬用ＶＣローション、ディープモイスチャーローション、高
品位スクワラン、薬用ホワイトニングスクワラン、スクワＱ10、
薬用ホワイトレディ、リフトアップセラム、うるおい伝説Ⅱ、ナ
イトリカバージェリー等 

メイクアップ化粧品 
しっとりベースＥＸ、さらさらキープベースＥＸ、ミネラルリ
キッドファンデーション、ミネラルパウダリーファンデーショ
ン、アイカラー、カラーリッチリップ等 

トイレタリー スクワランシャンプー、絹泡石けん、薬用ハンドトリートメン
ト、薬用麗豊等 

その他 限定セット品等 

栄養補助食品 

3000Ｃ×Ｂ、フカヒレ・グルコサミン４＆５、明々源、ぷるぷる
美源、スクワレンＳＰ、つるつるハトムギ、ピクエース、リポ酸
Ｑ10・スリム５、ＧＩ糖20、燃体源、深休源、北の潤白美人、
スーパープロポリスのど飴、笹プロポリススーパースプレー等 
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(6) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在） 
当社本社 東京都千代田区 
生産拠点 ハーバー㈱（北海道苫小牧市） 

ハーバーコスメティクス㈱（千葉県香取郡多古町） 

営業拠点 男の美学㈱（東京都千代田区） 
㈱ＨプラスＢライフサイエンス（東京都千代田区） 

 

(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 

使 用 人 数 前 連 結 会計 年度 末 比 増 減 

633 (129) 名 ＋49（△９）名 

（注） 使用人数は就業員数であり、パート・アルバイトは（ ）内に年間の平均人員を外数で

記載しています。 

② 当社の使用人の状況 

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

472 (29) 名 ＋24 (△７) 名 36.2歳 5.9年 

（注） 使用人数は就業員数であり、パート・アルバイトは（ ）内に年間の平均人員を外数で

記載しています。 

 

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 769百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 542 

株 式 会 社 北 洋 銀 行 493 

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 372 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 337 
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２．会社の現況 

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在） 
① 発行可能株式総数 10,000,000株 

② 発行済株式の総数 3,935,000株（自己株式1,321株を含む） 

③ 株主数 18,158名 

④ 大株主の状況 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

公 益 財 団 法 人 小 柳 財 団 1,334,000株 33.91％ 

小 柳 東 子 170,300 4.33 

㈲ ナ チ ュ ラ ル 155,000 3.94 

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 60,000 1.53 

小  柳  か ず 江 35,000 0.89 

小 柳 佳 之 20,000 0.51 

小 柳 典 子 20,000 0.51 

梅 田 常 和 18,900 0.48 

明治安田生命保険相互会社 15,000 0.38 

宮 澤 富 美 雄 14,000 0.36 

（注） 持株比率は自己株式（1,321株）を控除して計算しています。 

 

(2) 会社役員の状況 

① 取締役の状況（平成28年３月31日現在） 

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

小 柳 昌 之 代 表 取 締 役 会 長 ハ ー バ ー ㈱ 代 表 取 締 役 会 長 

末 広 栄 二 代 表 取 締 役 社 長 男 の 美 学 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 

藤 井 章 夫 常 務 取 締 役  

廣  森  知 恵 子 取締役美容部担当兼
デ ィ レ ク タ ー  

柴 田 浩 樹 取締役生命科学研究所
担当兼ディレクター  

宮 崎 一 成

取締役総務部、財務・
経理部、業務部、情報
開発部担当兼ディレク
ター 

海白（上海）商貿有限公司董事長 



 

－  － 
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氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

松 尾 喜 隆
取 締 役 流 通 本 部
担当兼ディレクター

㈱ＨプラスＢライフサイエンス 
代 表 取 締 役 社 長 

小 柳 典 子 取 締 役  

佐 々 木  眞  一 取締役（監査等委員）  

梅 田 常 和 取締役（監査等委員）

公認会計士梅田会計事務所所長 
㈱エイチ・アイ・エス社外取締役監
査等委員、㈱タカラトミー社外監査
役、澤田ホールディングス㈱社外監
査役、スズデン㈱社外取締役 

西 口  徹 取締役（監査等委員） 弁 護 士 、 新 宿 法 律 事 務 所 

（注）１．当社は、平成27年６月21日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行し

ております。 

２．取締役（監査等委員）梅田常和、西口徹は、会社法第２条第15号に定める社外取締役

であります。なお、両名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取

引所に届け出ております。 

３．取締役（監査等委員）佐々木眞一は当社で取締役、当社関係会社で代表取締役を歴任

するなど、会社経営を統括する充分な見識を有しております。 

４．取締役（監査等委員）梅田常和は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。なお兼職している他の法人等と当社との間には取引、資

本関係は存在しません。 

５．取締役（監査等委員）西口徹は、弁護士であり、企業法務、コンプライアンスに関す

る相当程度の知見を有しております。 

６．当事業年度中の取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動 

取締役藤井章夫は、平成28年１月１日付で店舗販売部兼ディレクターから常務取締役

に就任しております。 

７．当事業年度中に辞任した取締役、取締役（監査等委員）及び監査役 

該当者はおりません。 

８．当事業年度中に任期満了により退任した取締役、取締役（監査等委員）及び監査役 

取締役田中雅智、取締役大野充、取締役菅原壽憲は、平成27年６月21日開催の定時株

主総会終結の時をもって任期満了により退任いたしました。 

② 常勤で監査を行う者の選定の有無及びその理由 
 当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、内部監査室を設置
し、当社及び子会社等の監査を行っており、内部監査部門による内部監査
結果は監査等委員会において毎月報告されております。また、監査等委員
は取締役会及び経営戦略会議に出席し、取締役の職務の執行状況をチェッ
クしており、これらの体制と当社グループの内部統制システムを通じ監査
の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定しておりませ
ん。 



 

－  － 
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額 

 区 分 支給人員 報酬等の総額 

 取 締 役
（監査等委員を除く）

11名 174百万円

 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取締 役 ）

3名
(2) 

10百万円
(7) 

 監 査 役
（ う ち 社 外 監査 役 ）

3名
(2) 

4百万円
(2) 

 
合 計 17名 189百万円

（注）１．上記には、当事業年度中に退任した取締役及び監査役を含めております。なお、監査

役に対する支給額は監査等委員会設置会社移行前の期間に係るもので、監査等委員に

対する支給額は移行後の期間に係るものであります。 

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成27年６月21日開催の第32期定時株

主総会において、年額360百万円以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いた

だいております。 

４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成27年６月21日開催の第32期定時株主総会

において、年額36百万円以内と決議いただいております。 

５．監査役の報酬限度額は、平成２年６月23日開催の第７期定時株主総会において、年額

36百万円以内と決議いただいております。 

 



 

－  － 
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④ 社外役員に関する事項 
イ．重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

前記の「(2) 会社役員の状況①取締役の状況」に記載のとおりであり
ます。 

ロ．当事業年度における主な活動状況 

区 分 氏 名
取締役会
出席回数

監査等委員会
監 査 役 会
出 席 回 数

発 言 状 況 

取 締 役
（監査等委員）

梅 田 常 和 13回／13回 16回／16回 

公認会計士の豊富な経験と
実績等の見地から公正な意
見を述べ、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を
行っております。 

取 締 役
（監査等委員）

西 口  徹 12回／13回 15回／16回 

弁護士として幅広い知識と
見識に基づく大所高所の見
地からの公正な意見を述
べ、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保する
ための助言・提言を行って
おります。

ハ．責任限定契約の内容の概要 
当社は社外取締役が期待される役割を充分発揮できるよう、当社定款
第29条及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１
項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める
額を限度として責任を負担する契約を締結することができる旨を定め
ておりますが、契約は締結しておりません。 

 



 

－  － 
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(3) 会計監査人の状況 
① 会計監査人の名称：監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

② 会計監査人に対する報酬等 
 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23百万円 

 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 

23百万円 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。 

③ 会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由 
 監査等委員会は、会計監査人が提出した監査計画の妥当性や適切性等を
確認し、監査時間及び報酬単価といった算出根拠や算定内容を精査した結
果、当該報酬は相当、妥当であることを確認のうえ、報酬等を同意してお
ります。 

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
 当社は、会社法第340条に基づき、監査等委員会による会計監査人の解
任を行うほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由等の発生により、
適切な監査の遂行が困難であると認められる場合、監査等委員会の決定に
より、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提出します。 

 

(4) 業務の適正を確保するための体制 
 当社グループの経営理念「われらの誓い」に則り、企業価値の増大と安定
的かつ継続的な経営基盤を構築するとともに、法とルールを守り社会に貢献
する企業として成長と進化を続けていくことを宣言し、下記方針のもと、内
部統制の徹底を図るものとする。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制 

イ．コーポレートガバナンス 
当社は、監査等委員会設置会社であり、職務執行に対する取締役会の
監督機能を強化するとともに、公正な意思決定プロセスの確保に努め
る。取締役会は、法令、定款及び取締役会規程やその他の社内規程に
則り、重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する。
また、取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取
締役会決議及び社内規程に則り、職務を執行する。 



 

－  － 
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ロ．コンプライアンス 
コンプライアンス担当役員、コンプライアンスポリシーを定め、周知
徹底を図る。コンプライアンス担当役員は、コンプライアンスチェッ
クリストを作成し、内部監査部門と連携してモニタリングを実施する。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に従い適切に保
存及び管理を行う。 

③ 損失の危機の管理に関する規定その他の体制 
イ．取締役は、各業務担当部門を指揮し必要に応じ社内規則又はガイドラ

イン等の制定を行い、マニュアルの作成配布、教育を実施して、当社
の損失の危機を事前に回避・予防し、内部監査部門を通して管理する。 

ロ．危機が発生したときには代表取締役のもとに情報を集積し、代表取締
役は取締役会を招集し、迅速かつ適正に対応する。代表取締役が不在
のときは、職務権限規程の定めるところにより代行者がその任に当た
るものとする。 

④ 財務報告の適正性を確保するための体制 
 財務報告に係る内部統制について、各部門において関係する規程や業務
文書等を整備するとともに、内部監査部門が独立の立場でモニタリングを
実施し、金融商品取引法に基づく企業集団における財務報告の信頼性と適
正性を確保する。 

⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
イ．月次の利益計画を作成し、予実管理を行う。 
ロ．取締役ごとの役割と責任を明確にすることにより意思決定のプロセス

を簡素化する。 
ハ．状況に応じて代表取締役と取締役との直接合議により迅速な意思決定

を行う。 
⑥ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制 
イ．関係会社の取締役を当社から１名以上派遣し、関係会社の取締役の職

務執行の監視・監督または監査を行う。関係会社の事業運営、コンプ
ライアンス体制及びリスク管理体制の整備その他関係会社の経営管理
については、関係会社管理規程に基づき取締役を兼務する役員が担当
する。関係会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、当社へ
の事業の状況に関する定期的な報告と重要事項については適切な承認
を得るものとする。 

ロ．関係会社に対する内部監査、監査等委員会による監査体制を充実する。 



 

－  － 
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⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項 
 監査等委員会を補助すべき使用人として、監査等委員会の同意のもとに、
監査計画に従い必要な人員を配置する。 

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
 監査等委員会を補助すべき使用人は、取締役からの不当な干渉を避ける
とともに、その任命又は異動にあたっては監査等委員会の事前の同意を要
するものとする。 

⑨ 監査等委員である取締役及び監査等委員会に報告するための体制 
 取締役及び使用人は、監査等委員である取締役及び監査等委員会に以下
の報告を行う。 

イ．会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合は、直ちに
その事実 

ロ．取締役及び使用人が、不正行為、法令及び定款に違反する行為をし、
又はこれらの行為をする恐れがあると考えられるときは、その旨 

ハ．監査等委員である取締役又は監査等委員会が報告を求めた事項及び、
報告事項に関連し、監査上有用と判断される事項 

ニ．毎月の月次会計資料 
ホ．営業に関する主要な月次資料 
ヘ．内部監査に関する計画、監査結果等の内部監査に関係する資料 
ト．重要な会議の開催予定 
チ．監査等委員である取締役及び監査等委員会への報告を行った者が、当

該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないよう必要な
措置を講ずるものとする。 

⑩ その他監査等委員会の職務等が実効的に行われることを確保するための体
制 

イ．取締役及び使用人の監査等委員会及び内部監査部門の監査に対する理
解を深め、監査の環境を整備するよう務める。 

ロ．代表取締役と随時意見交換会を開催し、また内部監査部門との連携を
はかり、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。 

ハ．監査等委員である取締役又は監査等委員会からの報告・意見を、取締
役及び使用人は真摯に受け止め、適切な処置を講ずる。 

ニ．監査等委員である取締役又は監査等委員会の職務の執行については、
事業年度ごとに一定額の予算を設け、職務の執行に必要な費用を会社
に請求することができ、会社は当該請求に基づき支払いを行う。 

 



 

－  － 
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(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況 
 当社は、平成27年６月21日付で監査等委員設置会社へ移行し、取締役会
の議決権を有する監査等委員が監査を行うことによる監査・監督の実効性
の向上、並びに内部監査部門を活用した監査の実施による内部統制の実効
性の向上を図っております。当事業年度における、上記業務の適正を確保
するための体制の運用状況は以下のとおりであります。 

① コンプライアンスに関する取組み 
 当社及び子会社の取締役及び社員に対して、コンプライアンスの重要性
の理解と、その遵守を推進するとともに、コンプライアンスポリシー、情
報セキュリティポリシーの適切な運用のため社内グループウェアを通じて
の情報発信を行いました。また、コンプライアンス担当取締役は、コンプ
ライアンスチェックリストを作成し、内部監査人と連携してモニタリング
を実施いたしました。 

② リスクマネジメントに関する運用状況 
・取締役会の付議に至らない案件であっても、重要事項については経営戦

略会議において慎重に審議しています。当事業年度は経営戦略会議を毎
週１回開催し、業務執行を担う取締役のほか、監査等委員である取締役
も適宜出席し意見を述べております。 

・当社グループにおける生産性向上や品質保証上の課題抽出を目的に、生
産性向上会議を当事業年度は９回開催し、対応策の立案及び対応状況の
進捗の確認等を行っております。 

・情報セキュリティについては、情報の適切な保存・管理に向けた各種社
内規程を整備しております。 

③ 財務報告の適正性と信頼性の確保 
 財務報告の適正性と信頼性確保のため、内部監査部門が独立の立場で、
内部統制の整備、運用及び評価のための計画を決定するとともに、当社グ
ループ全体の内部統制の有効性に係るモニタリングを実施し、その結果を
代表取締役、監査等委員会に報告いたしました。 

④ 職務執行の適正及び効率性 
・取締役会は当事業年度13回開催し、重要事項について審議・決議したほ

か、主要部門を担当する取締役等から業務執行について報告を受けまし
た。また、当社子会社の職務執行についても、取締役会に報告され、職
務執行の適正及び効率性を監督いたしました。 

・当社は、取締役会の決議により、重要な業務執行の一部を経営戦略会議
又は取締役に委任し、意思決定のプロセスを簡素化し、効率的な意思決
定を行っております。 



 

－  － 
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⑤ 監査等委員会に関する運用状況 
 監査等委員会において定めた監査等委員会規程及び内部統制システム構
築の基本方針に基づき、監査方針、監査計画、職務の分担に従い、取締役
会や経営戦略会議等の重要な会議に出席し、更に代表取締役との会談を実
施しました。取締役及び内部監査部門その他の従業員の職務執行状況につ
いて書類の閲覧や実地調査を実施するとともに、定期的に報告を受け、ま
た、会計監査人からの四半期ごとの結果報告及び意見交換を行うことによ
り、適正な監査を実施しているかを検証いたしました。 

⑥ 内部監査に関する運用状況 
 内部監査部門が、年間の監査計画に基づき当社及び子会社について内部
監査を実施し、監査結果を代表取締役、監査等委員会に報告いたしました。 

 

(6) 会社の支配に関する基本方針 
 特に定めておりません。 

 

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針 
 当社は、将来の積極的な事業展開とそれを支える経営体質の強化のため
に必要な内部留保を確保しつつ、株主の皆様に安定的な配当を実施するこ
とを基本方針としています。 
 今後も、中長期的な視点に立って、業容の拡大に向けて積極的な投資を
続けていくとともに研究開発や製造設備の増強等にも力を入れ、企業価値
の向上に努めてまいります。 
 この基本方針のもと、当事業年度の期末配当金は、平成28年５月17日開
催の取締役会の決議により、１株につき20円とさせていただきます。 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円） 
 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 

の れ ん

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

7,943,153

3,829,852

1,967,582

1,239,668

49,581

601,213

195,664

74,880

△15,289

4,845,339

4,271,667

2,059,826

506,216

196,865

1,492,100

16,659

332,284

23,443

101,929

192,413

14,499

241,387

5,252

15,138

202,935

18,060

流 動 負 債 3,894,372 

支払手形及び買掛金 401,001 

短 期 借 入 金 1,050,000 

１年内返済予定長期借入金 798,565 

未 払 金 697,832 

未 払 法 人 税 等 398,740 

未 払 消 費 税 等 129,762 

ポ イ ン ト 引 当 金 321,642 

そ の 他 96,828 

固 定 負 債 1,525,492 

長 期 借 入 金 1,450,840 

繰 延 税 金 負 債 40,822 

そ の 他 33,829 

負 債 合 計 5,419,864 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 7,363,819 

資 本 金 696,450 

資 本 剰 余 金 812,570 

利 益 剰 余 金 5,856,101 

自 己 株 式 △1,302 

その他の包括利益累計額 4,809 

その他有価証券評価差額金 382 

為替換算調整勘定 4,427 

純 資 産 合 計 7,368,628 

資 産 合 計 12,788,493 負 債 純 資 産 合 計 12,788,493 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 14,811,078 

売 上 原 価 3,628,234 

売 上 総 利 益 11,182,843 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,657,526 

営 業 利 益 1,525,317 

営 業 外 収 益 62,206 

受 取 利 息 241 

受 取 配 当 金 160 

受 取 賃 貸 料 2,316 

助 成 金 収 入 51,119 

そ の 他 8,368 

営 業 外 費 用 50,292 

支 払 利 息 39,731 

そ の 他 10,560 

経 常 利 益 1,537,231 

特 別 利 益 170,729 

固 定 資 産 売 却 益 170,729 

特 別 損 失 41,164 

固 定 資 産 除 却 損 17,211 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,293 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,660 

解 約 違 約 金 21,000 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,666,796 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 449,851 

法 人 税 等 調 整 額 234,541 

当 期 純 利 益 982,403 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 982,403 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

(          )



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 
 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 696,450 812,570 4,952,372 △1,134 6,460,257 

当期変動額  

剰余金の配当 △78,674 △78,674 

親会社株主に帰属
する当期純利益 982,403 982,403 

自己株式の取得 △167 △167 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

 

当期変動額合計 － － 903,729 △167 903,561 

当期末残高 696,450 812,570 5,856,101 △1,302 7,363,819 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計  その他有価
証券評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

その他の 
包括利益 

累計額合計

当期首残高 1,533 5,117 6,650 6,466,908  

当期変動額  

剰余金の配当 △78,674  

親会社株主に帰属
する当期純利益 982,403  

自己株式の取得 △167  

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△1,150 △690 △1,840 △1,840  

当期変動額合計 △1,150 △690 △1,840 901,720  

当期末残高 382 4,427 4,809 7,368,628  

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

(          )



 

－  － 
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連結注記表 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況 

・連結子会社の数        ５社 

・連結子会社の名称       ハーバー株式会社 

ハーバーコスメティクス株式会社 

男の美学株式会社 

株式会社ＨプラスＢライフサイエンス 

海白（上海）商貿有限公司 

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、海白（上海）商貿有限公司の決算日は12月31日です。連結計算書類の

作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を行っています。その他の連結子会社の決算日は、連結会計

年度の末日と一致しています。 

(3) 会計方針に関する事項 

① 資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの       決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの       移動平均法による原価法 

ロ．デリバティブ        原則として時価法 

ハ．たな卸資産 

 ・製品・商品・仕掛品・原材

料 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

・貯蔵品           最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 



 

－  － 
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 イ．有形固定資産（リース資産を

除く） 

定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法） 

ロ．無形固定資産（リース資産を 

除く） 

・自社利用のソフトウエア   社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

・その他の無形固定資産    定額法 

ハ．長期前払費用        定額法 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金         売上債権・貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。 

ロ．ポイント引当金       購入顧客に付与したポイントの使用に備えるため、過

去の使用実績率に基づき将来使用見込額を計上してい

ます。 

④ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

(4) のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っています。 

(5) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しています。また、金利スワップについて特例処理の条件を充た

している場合には、特例処理を採用しています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ．ヘッジ手段  金利スワップ 

ロ．ヘッジ対象  借入金の利息 

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 

 



 

－  － 
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２．会計方針の変更に関する注記 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年

９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度

から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余

金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しています。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結

計算書類に反映させる方法に変更しています。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株

主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第

44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当

連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しています。 

 これによる連結計算書類に与える影響はありません。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産並びに担保付債務は次のとおりです。 

担保資産 

 建物及び構築物 618,457千円

 土地 464,561千円

 計 1,083,019千円

担保付債務 

 短期借入金 150,000千円

 １年内返済予定の長期借入金 167,989千円

 長期借入金 566,036千円

 計 884,025千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,312,977千円 

 



 

－  － 
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数 

普 通 株 式 3,935,000株 －株 －株 3,935,000株 

(2) 自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数 

普 通 株 式 1,281株 40株 －株 1,321株 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

平成27年５月18日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額       78,674千円 

・１株当たり配当額     20円 

・基準日          平成27年３月31日 

・効力発生日        平成27年６月８日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

平成28年５月17日開催の取締役会において次のとおり決議しております。 

・配当金の総額       78,673千円 

・配当の原資        利益剰余金 

・１株当たり配当額     20円 

・基準日          平成28年３月31日 

・効力発生日        平成28年６月６日 

 



 

－  － 
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５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、主に化粧品の製造販売事業を行うために必要な資金（主に銀行借入）

を調達しています。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転

資金を銀行借入により調達しています。 

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。 

 投資有価証券は、主に取引先企業との業務等に関連する株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されています。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日です。 

 借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、その大半は変動

金利であるため、変動リスクに晒されていますが、金利スワップを利用して金利変動リス

クを回避しているものもあります。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、財務・経理部が主要な取引先の状

況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。 

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用

しています。投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握して

います。 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、財務・経理部が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理して

います。 

 



 

－  － 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていませ

ん。 

  連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

  千円 千円 千円 

 ①現金及び預金 3,829,852 3,829,852 － 

 ②受取手形及び売掛金 1,967,582 1,967,582 － 

 ③投資有価証券 3,962 3,962 － 

 資 産 計 5,801,397 5,801,397 － 

 ①支払手形及び買掛金 401,001 401,001 － 

 ②短期借入金 1,050,000 1,050,000 － 

 ③未払金 697,832 697,832 － 

 ④未払法人税等 398,740 398,740 － 

 ⑤長期借入金 2,249,405 2,307,555 58,150 

 負 債 計 4,796,979 4,855,130 58,150 

（※）長期借入金の連結貸借対照表計上額には、１年内返済予定長期借入金が含まれてい

ます。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期

借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含め

て記載しています。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっています。 

③投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっています。 

負債 

①支払手形及び買掛金、②短期借入金、③未払金、④未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっています。 

⑤長期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しています。 



 

－  － 
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 （単位：千円）
 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 1,290 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であることから

資産③投資有価証券には含めていません。 

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

    （単位：千円） 
 

 １年以内 １年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 3,829,852 － － － 

受取手形及び売掛金 1,967,582 － － － 

合 計 5,797,434 － － － 

(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

    （単位：千円） 
 

 １年以内 １年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

長期借入金 798,565 1,402,214 48,626 － 

合 計 798,565 1,402,214 48,626 － 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,873円21銭 

(2) １株当たり当期純利益 249円73銭 

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

親会社株主に帰属する当期純利益 982,403千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 982,403千円 

普通株式の期中平均株式数 3,933,717株 

 



 

－  － 
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（追加情報） 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正

する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日

以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前連結会計年度の計算にお

いて使用した32.3％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始

する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始す

る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。 

 なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
（平成28年３月31日現在）     （単位：千円） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料

貯 蔵 品

１年内回収予定長期貸付金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他

5,599,408

2,379,126

1,579,599

1,200,165

149,887

58,941

50,000

46,253

134,874

15,337

△14,777

2,963,367

2,276,364

994,652

43,967

52,624

283

140,637

1,027,539

16,659

206,445

12,857

181,266

12,175

146

480,557

5,252

188,816

75,000

1,754

196,140

13,592

流 動 負 債 2,990,202 

買 掛 金 460,236 

短 期 借 入 金 600,000 

１年内返済予定長期借入金 468,336 

未 払 金 687,597 

未 払 法 人 税 等 299,791 

未 払 消 費 税 等 95,563 

未 払 費 用 28,486 

預 り 金 32,525 

ポ イ ン ト 引 当 金 314,772 

そ の 他 2,893 

固 定 負 債 636,942 

長 期 借 入 金 566,974 

繰 延 税 金 負 債 40,822 

資 産 除 去 債 務 27,834 

そ の 他 1,312 

負 債 合 計 3,627,145 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 4,935,248 

資 本 金 696,450 

資 本 剰 余 金 812,570 

資 本 準 備 金 812,570 

利 益 剰 余 金 3,427,530 

利 益 準 備 金 20,894 

その他利益剰余金 3,406,636 

土地圧縮積立金 110,266 

別 途 積 立 金 164,000 

繰越利益剰余金 3,132,369 

自 己 株 式 △1,302 

評価・換算差額等 382 

その他有価証券評価差額金 382 

純 資 産 合 計 4,935,630 

資 産 合 計 8,562,776 負 債 純 資 産 合 計 8,562,776 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 

（単位：千円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 13,178,399 

売 上 原 価 3,245,291 

売 上 総 利 益 9,933,108 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,812,585 

営 業 利 益 1,120,522 

営 業 外 収 益 121,902 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 73,115 

業 務 受 託 料 8,749 

受 取 賃 貸 料 33,840 

そ の 他 6,198 

営 業 外 費 用 43,430 

支 払 利 息 16,695 

賃 貸 関 連 費 用 22,345 

そ の 他 4,389 

経 常 利 益 1,198,994 

特 別 利 益 170,729 

固 定 資 産 売 却 益 170,729 

特 別 損 失 39,015 

固 定 資 産 除 却 損 15,062 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 1,293 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,660 

解 約 違 約 金 21,000 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,330,708 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 292,833 

法 人 税 等 調 整 額 146,744 

当 期 純 利 益 891,130 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

(          )



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

（単位：千円） 
 
 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 
当期首残高 696,450 812,570 812,570 20,894 
当期変動額  

剰余金の配当  
当期純利益  
土地圧縮積立金の積立  
自己株式の取得  
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

 

当期変動額合計 － － － － 
当期末残高 696,450 812,570 812,570 20,894 
 

 

株主資本 

利益剰余金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計 土地圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
当期首残高 15,151 164,000 2,415,028 2,615,074 
当期変動額  

剰余金の配当 △78,674 △78,674 
当期純利益 891,130 891,130 
土地圧縮積立金の積立 95,115 △95,115 － 
自己株式の取得  
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

 

当期変動額合計 95,115 － 717,340 812,455 
当期末残高 110,266 164,000 3,132,369 3,427,530 
 

 

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計 

自己株式 
株主資本 

合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,134 4,122,960 1,533 1,533 4,124,493 
当期変動額  

剰余金の配当 △78,674 △78,674 
当期純利益 891,130 891,130 
土地圧縮積立金の積立 － － 
自己株式の取得 △167 △167 △167 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△1,150 △1,150 △1,150 

当期変動額合計 △167 812,288 △1,150 △1,150 811,137 
当期末残高 △1,302 4,935,248 382 382 4,935,630 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

(          )



 

－  － 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

イ．子会社及び関連会社株式   移動平均法による原価法 

ロ．その他有価証券 

・時価のあるもの        事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

・時価のないもの        移動平均法による原価法 

②デリバティブ          原則として時価法 

③たな卸資産 

イ．商品・原材料        総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

ロ．貯蔵品           最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を 

除く） 

定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法） 

②無形固定資産（リース資産を 

除く） 

・自社利用のソフトウエア    社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

・その他の無形固定資産     定額法 

③長期前払費用          定額法 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金           売上債権・貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しています。 

②ポイント引当金         購入顧客に付与したポイントの使用に備えるため、

過去の使用実績率に基づき将来使用見込額を計上し

ています。 

(4) のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っています。 

(5) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しています。また、金利スワップについて特例処理の条件を充た

している場合には、特例処理を採用しています。 



 

－  － 
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②ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ．ヘッジ手段  金利スワップ 

ロ．ヘッジ対象  借入金の利息 

③ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 

(6) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,039,360千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権債務 

① 短期金銭債権 54,978千円 

② 長期金銭債権 75,000千円 

③ 短期金銭債務 558,411千円 

(3) 保証債務 

 関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っています。 

株式会社ＨプラスＢライフサイエンス 690,270千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 売上高 14,279千円 

② 仕入高 3,442,058千円 

③ その他の営業取引高 373,898千円 

④ 営業取引以外の取引高 113,213千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 1,281株 40株 －株 1,321株 

 



 

－  － 
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５．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流動資産 

未払事業所税 1,145千円

未払事業税 23,240千円

ポイント引当金 97,264千円

その他 13,223千円

小計 134,874千円

② 固定資産 

関係会社株式評価損 20,573千円

減損損失 41,723千円

資産除去債務 8,517千円

のれんの償却 7,343千円

その他 6,732千円

小計 84,891千円

評価性引当額 △71,934千円

合計 147,830千円

③ 固定負債 

その他有価証券評価差額金 168千円

土地圧縮積立金 48,618千円

資産除去債務 4,991千円

小計 53,778千円

合計 53,778千円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を

改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の

計算において使用した32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１

日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日

に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。 

 なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

 



 

－  － 
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６．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(2) 子会社及び関連会社等 

種 類 会社等の名称 所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科   目 
期末残高 
（千円） 

子会社 ハーバー㈱ 
北海道
苫小牧市

90,000

化粧品、食
品・栄養補
助食品等製
造 

100
化粧品等仕
入先 
役員の兼任

商品・原料
仕入等 
配当金の受取

2,856,029

72,000
買 掛 金 325,785 

子会社 ハーバーコスメ
ティクス㈱ 

千葉県
香取郡
多古町

10,000
商品の梱包･配
送、化粧品等
製造 

100

梱包・配送
代行、仕入
先 
役員の兼任

商品・原料
仕入等 
梱包・発送
の委託 
倉庫・事務
所賃貸 

541,030

370,373

29,400

買 掛 金 
未 払 金 

31,743 
190,519 

子会社
㈱ＨプラスＢ
ライフサイエ
ンス 

東京都
千代田区

50,000

食品・栄養
補助食品製
造販売、化
粧品販売

100

食品・栄養
補助食品等
仕入先 
役員の兼任

貸付金の回収
債務保証 
（注３） 

50,000

690,270

１ 年 内 回
収 予 定 長
期 貸 付 金 
長期貸付
金 

50,000 

75,000 

(注1) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれています。 

(注2) 上記各社への当社商品の販売については、市場価格等を参考に決定しています。 
(注3) 債務保証料は受領していません。 

 

(3) 同一の親会社をもつ会社等及びその他の関係会社の子会社等 

 該当事項はありません。 

(4) 役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 
７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,254円71銭 

(2) １株当たり当期純利益 226円53銭 

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 891,130千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る当期純利益 891,130千円 

普通株式の期中平均株式数 3,933,717株 

 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

(35) ／ 2016/05/19 17:43 (2016/05/19 11:09) ／ wn_15174388_04_os7ハーバー研究所様_招集_監査報告書_P.docx 

35

連結計算書類に係る会計監査報告 

独立監査人の監査報告書  

平成28年５月13日 

株 式 会 社 ハ ー バ ー 研 究 所  

取 締 役 会 御 中  

監 査 法 人 Ａ ＆ Ａ パ ー ト ナ ー ズ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 坂 本  裕 子 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 賀 美 弘 明 
 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ハーバー研究所の平成27
年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社ハーバー研究所及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以 上

 



 

－  － 
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計算書類に係る会計監査報告 

独立監査人の監査報告書  

平成28年５月13日 

株 式 会 社 ハ ー バ ー 研 究 所  

取 締 役 会 御 中  

監 査 法 人 Ａ ＆ Ａ パ ー ト ナ ー ズ 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 坂 本  裕 子 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 賀 美 弘 明 
 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハーバー研究所の
平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以 上

 



 

－  － 
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監査等委員会の監査報告 

監 査 報 告 書  

 当監査等委員会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第33期

事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法

及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

 監査等委員会は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社及び子会社からなる企業集団の業務の

適正を確保するために必要なものとして会社法に規定する事項（会社法第

399条の13第１項第１号ロ及びハ）に関する取締役会決議の内容並びに当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役

及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を

実施しました。 

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から

その職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会

社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。 

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。 

 



 

－  － 
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２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 

 

 

平成28年５月16日  

株式会社ハーバー研究所 監査等委員会  

監査等委員 佐々木 眞 一 

監査等委員 梅 田 常 和 

監査等委員 西 口  徹 

 

（注）１．監査等委員梅田常和及び西口徹は、会社法第２条第15号及び第

331条第６項に規定する社外取締役であります。 

２．当社は、平成27年６月21日開催の第32期定時株主総会の決議によ

り、同日付で監査等委員会設置会社に移行しました。平成27年４

月１日から平成27年６月20日までの状況につきましては、旧監査

役会から引き継いだ内容に基づいております。 

 

以 上 



 

－  － 
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（ご参考） 
（要約）連 結 貸 借 対 照 表 

（単位：千円） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 
当 連 結 会 計 年 度
平成28年３月31日現在

前 連 結 会 計 年 度
平成27年３月31日現在

科 目 
当 連 結 会 計 年 度
平成28年３月31日現在

前 連 結 会 計 年 度 
平成27年３月31日現在 

流 動 資 産 

現金及び預金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物

土 地

そ の 他

無形固定資産 

の れ ん

ソフトウエア

そ の 他

投資その他の資産 

繰延税金資産

差入保証金等

7,943,153

3,829,852

1,967,582

1,890,463

270,545

△15,289

4,845,339

4,271,667

2,059,826

1,492,100

719,740

332,284

23,443

192,413

116,428

241,387

15,138

226,248

7,916,781

3,756,664

1,736,925

1,869,066

566,928

△12,803

5,245,525

4,365,171

1,896,713

1,751,048

717,410

437,694

203,145

103,272

131,275

442,659

206,806

235,853

流 動 負 債 3,894,372 4,740,523 

支払手形及び買掛金 401,001 623,708 

短 期 借 入 金 1,050,000 1,850,000 

１年内返済予定長期借入金 798,565 918,338 

未 払 金 697,832 885,438 

未払法人税等 398,740 34,252 

ポイント引当金等 548,232 428,785 

固 定 負 債 1,525,492 1,954,874 

長 期 借 入 金 1,450,840 1,921,073 

役員退職慰労引当金 － 1,583 

そ の 他 74,652 32,218 

負 債 合 計 5,419,864 6,695,398 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 7,363,819 6,460,257 

資 本 金 696,450 696,450 

資 本 剰 余 金 812,570 812,570 

利 益 剰 余 金 5,856,101 4,952,372 

自 己 株 式 △1,302 △1,134 

そ の 他 の 包 括 
利 益 累 計 額 

4,809 6,650 

純 資 産 合 計 7,368,628 6,466,908 

資 産 合 計 12,788,493 13,162,306 負債純資産合計 12,788,493 13,162,306 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 



 

－  － 
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（ご参考） 
（要約）連 結 損 益 計 算 書 

（単位：千円）

 
科 目 

当 連 結 会 計 年 度
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

前 連 結 会 計 年 度 
平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで 

売 上 高 14,811,078 13,181,178 

売 上 原 価 3,628,234 3,205,102 

売 上 総 利 益 11,182,843 9,976,075 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,657,526 9,693,222 

営 業 利 益 1,525,317 282,853 

営 業 外 収 益 62,206 30,069 

営 業 外 費 用 50,292 68,675 

経 常 利 益 1,537,231 244,248 

特 別 利 益 170,729 52,371 

特 別 損 失 41,164 57,080 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,666,796 239,539 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 449,851 122,066 

法 人 税 等 調 整 額 234,541 72,638 

親会社株主に帰属する当期純利益 982,403 44,834 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 



 

－  － 
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（ご参考） 
（要約）連結キャッシュ・フロー計算書 

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 

（単位：千円）
 科 目 金 額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 1,666,796 

減価償却費 616,404 

債権・債務の増減額等 △525,575 

小計 1,757,625 

法人税の支払額等 149,446 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,907,071 

  

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー  

固定資産の取得による支出 △768,034 

差入保証金の増減額等 404,612 

投資活動によるキャッシュ・フロー △363,422 

  

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額 △800,000 

長期借入金の純増減額 △590,006 

配当金の支払額 △78,619 

その他 △1,170 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,469,795 

  

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △687 

  

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 73,166 

  

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 3,656,624 

  

Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高 3,729,791 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

（連結キャッシュ・フロー計算書の注記） 

・連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日の３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期

な投資です。 

(          )



 

－  － 
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株主総会参考書類 
 
議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件 

 取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（８名）は、本総会の終結の

時をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締

役を除く。）７名の選任をお願いするものであります。 

 取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりです。 

候補者
番 号

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当 
 （重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所有する当社
株 式 の 数 

１ 
 小

こ

柳
やなぎ

昌
まさ

之
ゆき

(昭和14年１月９日生)

昭和58年５月 当社設立 
代表取締役社長就任 

平成22年７月 代表取締役会長兼社長就任 
平成23年６月 代表取締役会長就任 

（現在に至る） 
（重要な兼職の状況） 
ハーバー㈱代表取締役会長 
（平成27年３月31日就任） 

12,000株 

２ 
 末

すえ

広
ひろ

栄
えい

二
じ

(昭和36年12月24日生)

平成11年11月 ㈱レインズインターナショナ
ル入社 

平成17年２月 ㈱シャトレーゼ入社 
平成19年11月 テーブルマーク㈱（旧㈱加ト

吉）入社 
平成23年１月 ㈱トリドール入社 
平成25年４月 ㈱シュゼット入社顧問就任 
平成26年４月 当社入社ネット推進部ディレ

クター 
平成27年４月 当社会長付マーケティング事

業本部ディレクター 
平成27年６月 当社代表取締役社長就任 

（現在に至る） 
（重要な兼職の状況） 
男の美学㈱代表取締役社長 
（平成27年６月８日就任） 

０株 

３ 
 藤

ふじ

井
い

章
あき

夫
お

(昭和40年６月25日生)

平成10年７月 ㈱中国ハーバー（旧㈱ハー
バー広島）入社 

平成21年６月 ㈱中国ハーバー取締役営業部
長就任 

平成23年10月 当社入社店舗販売部ディレク
ター 

平成26年６月 当社取締役就任 店舗販売部
担当兼ディレクター 

平成28年１月 当社常務取締役就任 
（現在に至る） 

０株 



 

－  － 
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候補者
番 号

氏 名
 （生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当 
 （重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所有する当社
株 式 の 数 

４ 
 廣

ひろ

 森
もり

 知
ち

恵
え

子
こ

(昭和29年１月18日生)

平成10年５月 ㈱銀座ハーバー入社 店舗販
売事業部マネージャー 

平成15年２月 当社入社美容部ディレクター
平成18年４月 ㈱銀座ハーバー取締役就任 
平成21年６月 当社取締役就任 美相教育部

（現美容部）担当兼ディレク
ター 
（現在に至る） 

2,300株 

５ 
 柴

しば

田
た

浩
ひろ

樹
き

(昭和39年４月14日生)

平成16年５月 当社入社 
平成19年７月 当社食品開発部ディレクター
平成23年６月 当社取締役就任 Ｋ＆Ｋ生命

科学研究所（現生命科学研究
所）担当兼ディレクター 
（現在に至る） 

1,000株 

６ 
 宮

みや

崎
ざき

一
かず

成
なり

(昭和37年７月25日生)

平成２年10月 新日本有限責任監査法人（旧
太田昭和監査法人）入所 

平成18年12月 ㈱ビジネスバンクパートナー
ズ取締役就任 

平成20年６月 ㈱シーマ専務取締役就任 
平成25年10月 当社入社社長室、総務部、財

務・経理部、業務部、情報開
発部担当ディレクター 

平成26年６月 当社取締役就任 総務部、財
務・経理部、業務部、情報開
発部担当兼ディレクター 
（現在に至る） 

（重要な兼職の状況） 
海白（上海）商貿有限公司董事長 
（平成26年９月19日就任） 

０株 

７ 
 小

こ

柳
やなぎ

典
のり

子
こ

(昭和20年９月21日生)

昭和62年６月 ハーバー㈱入社 
平成11年９月 ハーバー㈱取締役工場長就任
平成14年６月 ハーバー㈱代表取締役社長就

任 
平成26年10月 ハーバー㈱代表取締役会長就

任 
平成27年３月 ハーバー㈱取締役相談役就任
平成27年６月 当社取締役就任 

（現在に至る） 

20,000株 

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

 
以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

会 場 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号 

京王プラザホテル 本館５階 コンコードボールルーム 

「懇親会」「販売会」のご入場は、会場の都合により株主様に限定させていた
だきます。株主の皆様にはご理解賜りたくお願い申し上げます。 

 

 

 
●新宿駅西口より徒歩

約５分（ＪＲ・京王線・小田急 
線・地下鉄） 
新宿駅西口を出て、都庁方面への地下道
を５分ほど進み、地下道から出てすぐの
左側の建物が当ホテルです。 

 ●都営大江戸線都庁前駅より徒歩
地下道Ｂ１出口よりすぐ 
改札を出てＪＲ新宿駅方面に進み、Ｂ１出
口階段を上がってすぐ右側です。 

 


